大阪産業経済リサーチセンター，2023年5月

	経済情勢トピックス
《新型コロナ禍３年間の大阪経済（リーマン・ショックと比べて）》


	　新型コロナ禍は、リーマン・ショックと同様に経済の急激な縮小を招き、大阪府でも雇用や企業経営の悪化が懸念された。
失業率の上昇は新型コロナ禍でもみられたが、人手不足感が強い雇用環境の下で、雇用調整助成金などの手厚い政策的支援により、リーマン・ショック後ほどには上昇しなかった。
また、新型コロナ禍では、リーマン・ショック後に上昇した企業倒産件数も政策的支援により抑制された。


１．新型コロナ禍と、ＳＡＲＳ、東日本大震災、リーマン・ショック
新型コロナウイルス感染症の患者は、2020年１月に初めて国内で確認され、３年余りが経過した。大阪経済への影響については、当初、ＳＡＲＳ
、東日本大震災、リーマン・ショック等との比較が取り沙汰された。
新型コロナ禍と、ＳＡＲＳ及び東日本大震災とは、疫病や自然災害など経済外的要因による影響という点では類似性がある。しかし、新型コロナ禍が地域経済に与えた影響は、ＳＡＲＳや東日本大震災よりも広範かつ長期にわたるものである。経済的打撃の規模は、リーマン・ショックと同程度のショックとの指摘がある
。
また、ショックの発生時と景気局面との関連では、ＳＡＲＳと東日本大震災は、景気回復局面で生じたのに対して、リーマン・ショックと新型コロナ禍は、景気後退局面で生じ、景気後退に拍車をかけたという類似性もある。
こうしたことから、本稿では、リーマン・ショックとの比較で、大阪経済への影響についてみていく。
2． 新型コロナ禍では消費が大きく落ち込む
まず、新型コロナ禍とリーマン・ショックがわが国経済に与えた影響を概観するために、実質経済成長率の推移をみる。2008年９月に起こったリーマン・ショックでは、翌2009年における影響が大きく、実質国内総生産は2009年に5.7％の減少率となった。これに対して、新型コロナ禍では2020年に4.3％減となった。
年間でみると、リーマン・ショック後の落ち込みの方が大きかったが、四半期でみると、新型コロナ禍の2020年４～６月期は、年率換算で前期比28.2％減と、リーマン・ショック後の2009年１～３月期の17.9％減よりも大きな落ち込みとなった。
両ショックともに経済活動の収縮を引き起こしたが、支出別の減少寄与度をみると、大きな違いがある。リーマン・ショック後は、「民間企業投資」が大きく落ち込み、「民間在庫品増加」「民間住宅」の減少寄与度も大きかった。世界的な需要縮小の下で、景気の先行きへの不安が大きく、投資を躊躇う状況であった。一方、新型コロナ禍では、行動制限もあり、外食やレジャーなどの支出が抑制された。このため、「民間最終消費支出」の減少寄与度が大きく、投資の減少寄与度は相対的に小さい。
「純輸出」は、ともに減少に寄与しているが、リーマン・ショック後の方がマイナスの寄与度が大きい。「純輸出」は、輸出から輸入を引いた額であり、国内景気が停滞すれば実質輸入も減少し、それは、純輸出の増加要因になる。経済規模の縮小を招いた要因を考えるためには、純輸出だけでなく、輸出そのものをみておくことが必要になるため、実質輸出の動向をみていく。
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図１　実質経済成長率と支出別増加寄与度
出所：内閣府「国民経済計算」
３．実質輸出は、半年余りで回復するも足元は弱含み
実質輸出は、リーマン・ショック後、新型コロナ感染拡大とともに減少したが、リーマン・ショックの方が減少率が大きかった。ともに、ショックから４～５か月後を底に持ち直しに転じたが、ショックが発生した時点の水準に回復するには、リーマン・ショックで２年弱かかったのに対して、新型コロナ禍では半年余りでコロナ禍前の水準に達した。
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【リーマン・ショック】 【新型コロナ禍】

新型コロナ禍では、実質輸出は、新型コロナ禍前の水準に戻った後も増加し景気回復を牽引した。ただし、１年ほど経過した後は頭打ちとなり、２年目以降では弱含みとなった。
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図２　実質輸出（近畿地区）
出所：日本銀行大阪支店「実質輸出」2023年4月24日
（注）季節調整値。各事象が生じた時点を０とし、経過期間（横軸）の推移を比較。以下、同様。
このような状況の下、大阪府内企業の業況判断ＤＩは、新型コロナ禍の第１次緊急事態宣言が発出された2020年４～６月期を底に改善傾向にある。当初、製造業主導で持ち直したが、2021年後半以降は非製造業が主導することになった。ただし、非製造業の業況は、新型コロナ感染者数の増減に伴い、一進一退しながら緩やかな改善に留まった。
４．新型コロナ禍では、失業率の上昇は抑制
　新型コロナ禍において、当初、雇用や企業経営（倒産）への影響が懸念された。
　リーマン・ショックでは、非正規雇用比率が高まっていた状況で雇用調整が行われた。派遣労働者などの雇止めが問題となり、失業率が上昇した
。大阪府では、リーマン・ショック発生時に5.6％であった失業率は1年後には7.6％へと２ポイント上昇した。一方、新型コロナ禍では2.9％から3.9％へと１ポイントの上昇に留まった。
図３　業況判断ＤＩ
出所：大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」
（注）前期比、季節調整済み。
業況判断DI＝「上昇」－「下降」企業割合
図４　完全失業率（大阪府）
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出所：総務省「労働力調査」
　新型コロナ禍で、失業率の上昇幅が抑制された要因としては、労働需給環境の違いがある。リーマン・ショック時は、雇用不足感ＤＩの水準は8.4とさほど高くはなく、半年後に－20.8にまで低下した。その後、持ち直しに転じたが、ＤＩはマイナスで推移し、雇用過剰企業割合が雇用不足企業割合を上回る状況が２年ほど続いた。
これに対して、新型コロナウイルス感染症発生時2020年１～３月期の雇用不足感ＤＩは32.4と大幅なプラス水準であり、翌４～６月期に7.9へと低下するものの、プラス水準を維持し、雇用不足感のある企業数が過剰感のある企業数を上回る状態が続いた。コロナ禍を一時的なものと捉え、雇用調整をしなかった企業が多かったとみられる。その後、雇用不足感ＤＩは、７～９月期以降は持ち直しに転じ、雇用不足感が徐々に強まる状況で、失業率は抑制されたままであったとみられる。
図５　雇用不足感ＤＩ
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出所：大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」
（注）雇用不足感ＤＩ＝「不足」－「過剰」企業割合
これを労働供給側からみると、「コロナショックによる雇用調整で職を追われた人たちの一定数が労働市場から退出してしまっているから」
失業率があまり上昇しなかったとの指摘もある。新型コロナ禍では、労働市場に多く参入するようになっていた高齢者を中心に、感染を警戒するが故に外出を控え、求職活動をしなかった人も少なくないとみられる。
さらに、雇用調整助成金等の政策支援により、企業が雇用を維持することが可能であったことにより、離職者が増えなかったとも言える。労働政策研究・研修機構によると、雇用調整助成金の1ヶ月あたりの支給件数や支給金額は、リーマン・ショック、東日本大震災期（2008年12月～2013年11月）は約3万9千件、222億円であったのに対して、コロナ期（2020年2月～2021年1月）では約16万件、2,136億円に上った。新型コロナ禍初期においては、リーマン・ショックや東日本大震災の時期に比べて雇用調整助成金が大量に支給された
。その結果、休業者は増加したものの、失業の大幅増にはつながらなかったと考えられる。
５．新型コロナ禍では倒産は抑制
新型コロナ禍では、企業の倒産件数も抑制されている。大阪府内の倒産件数は、リーマン・ショック時の2008年９月に196件で、９か月後の2009年６月には233件へと増加した。一方、新型コロナ禍では2020年１月に112件で、その後、２年あまり減少傾向が続いた
。３年目になると、前年同月比で横ばいからやや増加となるが、依然として件数は低い水準で抑制されている。
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図６　倒産件数（大阪府）
出所：東京商工リサーチ「倒産月報」
　大阪府内企業の資金繰りについてみると、リーマン・ショック時の2008年７～９月期には、資金繰りが窮屈とする企業割合が、順調とする企業割合を上回り、資金繰りＤＩがマイナスになっていた。ＤＩは、３四半期後の2009年４～６月期まで低下が続いた。
　新型コロナ禍の資金繰りＤＩについても、2020年１～３月期から大幅に低下し、４～６月期には－8.1となり、窮屈とする企業割合が順調とする企業割合を上回る状況になった。しかし、７～９月期以降のＤＩはプラスに転じている。こうした資金繰りが短期間で持ち直したことにより、倒産件数は抑制されてきた。
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図７　資金繰りＤＩ
出所：大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」

（注）資金繰りＤＩ＝「順調」－「窮屈」企業割合
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図８　大阪信用保証協会の保証承諾金額
出所：大阪信用保証協会「事業概要」
（注）2014年に「大阪府中小企業信用保証協会」と「大阪市信用保証協会」が合併し、「大阪信用保証協会」となったため、表中の2013年度までの大阪の数値は、合併前の２つの協会を合算。
資金繰りの改善は、政策支援によるところが大きいとみられる。大阪府における信用保証協会の保証承諾金額をみると、リーマン・ショックが発生した2008年度において対前年度比で５割近い増加率となり、資金繰り支援がなされたことが確認できるが、新型コロナ禍の支援は桁違いで、2020年度は前年度の3.5倍へと増加した。実質無利子無担保の融資などの大胆な資金繰り支援が倒産を抑え込んだ。
６．おわりに

　新型コロナ禍では、リーマン・ショックと同様に経済の急激な縮小を招いた。ただし、経済の先行き不安が強く、企業の投資が落ち込んだリーマン・ショックに対して、新型コロナ禍では、行動制限を伴ったこともあり消費が落ち込んだという違いがある。また、ともに実質輸出が減少したが、リーマン・ショックの方が減少率が大きく、減少が長く続いた。新型コロナ禍では、早期に持ち直し・増加に転じたことから、当初は、製造業が業況改善を主導することになった。
　新型コロナ禍では、雇用や企業経営に及ぼす影響が懸念された。失業率は増加したものの、人手不足感が強かった雇用環境と雇用調整助成金などの政策的支援の手厚さにより、リーマン・ショック後ほどには上昇しなかった。
リーマン・ショック後に上昇した企業倒産件数についても、新型コロナ禍では政策的支援により抑制された。ただし、今後、新型コロナ関連融資の返済が本格化するのに伴い、返済が遅れたり、できないことにより企業の存続に支障をきたすことが懸念される。帝国データバンクが2023年2月に実施したアンケート調査では、新型コロナ関連融資の借入企業の12.2％が今後「返済に不安」と回答している
。この割合は、業種によって異なり、「旅館・ホテル」では39.3％、「飲食店」で31.7％と高い割合になっている。また、規模別についても、「５人以下」では18.7％になるなど零細企業では高い割合になっている。企業の資金繰り状況について、今後の動向を注視する必要がある。

（町田　光弘）
� 重症急性呼吸器症候群。SARSコロナウイルスによる全身性の感染症で、2002年11月に、中国南部の広東省で非定型性肺炎の患者が報告された。


� 坂本貴志（2021）「コロナショック下で、雇用調整はどの程度行われたか―リーマンショックと比較して―」リクルートワークス研究所、2021年04月19日


� HYPERLINK "https://www.works-i.com/column/hataraku-ronten/detail017.html" �https://www.works-i.com/column/hataraku-ronten/detail017.html�


� 小林真一郎・尾畠未揮（2010）「リーマン・ショック後に雇用情勢はどう変貌したのか」三菱UFJリサーチ＆コンサルティング『季刊　政策・経営研究』2010 Vol.2　� HYPERLINK "https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2022/10/158.pdf" �https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2022/10/158.pdf�


� 坂本（2021）


� 労働政策研究・研修機構（2023）「資料シリーズNo.265　雇用調整助成金の支給実態　―リーマン・ショックからコロナ禍１年目にかけて―」2023年3月23日


� 2020年5月は、緊急事態宣言の発令に伴い、弁護士事務所や裁判所の業務縮小で、法的整理手続きが滞留したことなどから大幅な減少につながり、先送りされた案件により、翌月以降は、一時的に増加したとみられる。


� 帝国データバンク「新型コロナ関連融資に関する企業の意識調査（2023年2月）」。調査対象は全国2万7,607社で、有効回答企業数1万203社（回答率37.0％）。� HYPERLINK "https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p230306.pdf" �https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p230306.pdf�
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